
第２回栃木県観光振興財源検討会議 次第 

 

日 時：令和８(2026)年 10 月 19 日（月）14：00～ 

会 場：栃木県庁北別館会議室 201 

 

１ 開  会 

 

２ 議  事 

  (1) 県が実施すべき観光振興施策の検討、他自治体における財源確保事例の比較等について 

(2) その他  

 

３ 閉  会 
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第２回栃木県観光振興財源検討会議

栃木県産業労働観光部観光交流課



上記の意見等を踏まえ、今回は県が実施すべき観光振興施策の検討及び他自治体における財源確保事例の比較
を実施 ⇒ 主に県が実施すべき観光振興施策及び財源確保策についてご意見をいただきたい。

○ 観光産業の好循環など、県が目指すべき将来像については同意できるが、具体的に
何をやって、どの程度費用がかかるのかを検討する必要がある。
○ 重要なのはマーケティングとプロモーション。データを根拠とする戦略的な視点を
持つことや効果の検証が必要。また、海外でのプロモーションは市町単独では難しい
部分がある。
○ 新しいコンテンツを生み出していけば、栃木県に来る観光客は増えるのではないか。
特に外国人観光客はナイトタイムコンテンツがないと宿泊しない。また、宿泊数を増
やすには、快適性、利便性など宿泊に伴う環境を改善していく必要がある。
○ 県内周遊を促していくためには、二次交通が問題だと思う。
○ 宿泊事業者の労働者不足の状態を改善する必要がある。
○ 観光振興策については、各市町、また事業者との連携が必要。各地域が連携できれ
ば観光客は増えていくのではないか。
○ 栃木県では観光振興に使っている予算が少ないのではないか。

○ 財源を何に使うのかが重要。課題を共有化し、プライオリティを考えて、何に使うのかを検討すべき。
○ 宿泊税の場合、観光客は数百円でも敏感に動く。現場にも負担が生じるので、県は現場の負担もよく考えて検討してほしい。
また、宿泊税ということであれば、まずは市町が入れるべきではないか。

○ ふるさと納税で財源確保を考えてもよいのではないか。ただし、ふるさと納税は納税者の希望にもよるが、観光振興だけに
使途を限定できない現状はある。

○ 全国の多くの自治体が観光振興財源の確保に動いており、観光客の獲得競争は激化している。栃木県は、この状況に対し財
源というものをどう位置付けていくのか全国的な動向を見ながら議論していく必要がある。

○ 観光客から税を徴収するのであれば、受益者負担の観点から、観光客にどう還元するのかをしっかり考えるべき。

１第１回観光振興財源検討会での主な意見等

観光産業の好循環

滞在時間の長期
化による宿泊客
の増加

宿泊客が多いエ
リアと日帰り客
が多いエリアの
連携促進

観光消費額
の増加（観光
産業全体の利
益が増加）

県内各観光地
における観光
客の増加

（目指すべき将来像：イメージ図）

１観光振興施策について

２財源確保について



２県が実施している主な観光振興施策及び予算額（ ８年度）

・ 受入環境整備事業 （ 〔 ））
※各市町が行う受入環境整備等に対する助成

受入環境整備・二次交通対策（予算額： 千円
〔 千円〕）

・多言語コールセンター事業 （ 〔 〕）

・観光 推進事業 （ 〔 〕）

・周遊観光交通推進事業 （ ）
※周遊シャトルバス運行やレンタサイクル整備等の助成

コンテンツ造成等（予算額： 千円〔 千円〕）

・訪日旅行商品造成支援 （ ）
・ニューリーディングツーリズム推進 （ 〔 〕）
※インバウンド対象のゴルフ等を活用したツーリズムの推進

・高付加価値旅行者誘客施策 （ 〔 〕）
※インバウンド向けのサービス高付加価値化に向けた支援等

・アドベンチャートラベル推進事業 （ 〔 〕）
※インバウンド向けの体験型観光の推進

・ エクスカーション助成事業（ 〔 〕）
※スポーツ合宿・大会参加者へのエクスカーション助成

プロモーション（予算額： 千円〔 千円〕）

データ収集・分析（予算額： 千円〔 千円〕）

・インバウンド観光誘客マネジメント事業（ 〔 〕）
※おでかけウォッチャー訪日版（人流データ）活用

・観光動態調査事業 （ 〔 〕）

・県観光協会助成（ 分も含む） （ 〔 〕）
・フィルムコミッション事業 （ ）

○ 年度の観光交流課予算（事業費）は 千円。うち国からの交付金は 千円（ ）
○項目別の割合では「プロモーション」が ％、「コンテンツ造成等」が ％となっている。

※〔〕内は予算額のうち国からの交付金額

【主な事業（単位：千円）】

【主な事業（単位：千円）】【主な事業（単位：千円）】

・平日閑散期誘客強化事業 （ 〔 〕）
・デジタルメディア広告強化事業 （ 〔 〕）
・観光公式サイト情報発信強化事業 （ 〔 〕）
・国内誘客 対策事業 （ 〔 〕）
・アンテナショップ運営 （ ）
・国際園芸博を契機とする誘客促進事業（ 〔 〕）

国内誘客（ 〔 〕）

インバウンド誘客（ 〔 〕）
・海外デジタルツール活用事業 （ 〔 〕）
・観光海外誘客拠点運営 （ 〔 〕）
・国際旅行博出展 （ ）
・海外目線魅力発信事業 （ ）
・メディアプロモーション事業 （ 〔 〕）

・観光公式サイト情報発信事業（一部） （ 〔 〕）
※おでかけウォッチャー国内版（人流データ）活用

その他（予算額： 千円〔 千円〕）

【主な事業（単位：千円）】

【主な事業（単位：千円）】



３市町が実施している主な観光振興施策等

受入環境整備・二次交通対策： 市町（ 千円）

○ 年度における 市町の観光所管課予算総額（事業費※観光施設等の運営・整備等は除く）は 千円（市町協会・
への補助金を除いた場合 千円）。うち県からの補助金は 千円（ ％）

○データ収集・分析、インバウンド誘客（プロモーション）、二次交通対策を実施している市町は少ない。
○県には周遊促進や二次交通対策の強化、人材確保・育成、データ分析など広域的に取り組むことが望ましい
課題への対応や市町の取組支援が求められている。

※栃木県調査（観光振興施策調べ）結果

・公衆無線 維持管理
・トイレの環境整備 など

コンテンツ造成等： 市町（ 千円）プロモーション： 市町（ 千円）

その他： 市町（ 千円）

データ収集・分析：５市町（ 千円）

〔二次交通対策： 市町（ 千円）〕
・域内周遊バス・シャトルバス運行支援等
・レンタサイクル整備 など

・イベント開催
・モニターツアーの実施 など

〔国内誘客： 市町（ 千円）〕
・パンフレット、グッズ等の作成
・イベント出展、デジタルプロモーションの実施（ 、 等）

など〔インバウンド誘客：９市町（ 千円）〕
・パンフレット作成
・旅行会社等への情報提供・商談会 など

・市町協会・ 等への補助金
・ボランティアガイド育成支援 など

動態調査の実施、人流データ分析

・二次交通対策（市町への支援充実）

・周遊促進（拠点間シャトルバスの運行、ルート構築、連携強化）

・人材確保・育成（市町・協会等の職員育成も含む）

・市町等の取組支援

・広域プロモーション
（ターゲット層等を市町と共有したプロモーション、インバウンド誘客、
新規エリア開拓等）

・データ分析や分析結果の共有

・閑散期対策の取組強化

市町における 年度の主な事業

※主な事業を回答しているため、項目ごとの予算額の合計は全市町の予算総額とは
一致しない。
※観光施設等の運営・整備や指定管理料等は除く。

〔参考：協会等が実施している主な事業〕
・国内誘客を中心としたプロモーション（パンフレット作成など）
・コンテンツ造成等（イベントの開催など）
・受入環境整備（観光施設等の運営など）

県に求める観光振興施策



４他自治体における新たな財源を活用した主な事業（ 年度）

○観光地づくり加速化補助事業 億円〔 億円〕【受入】
観光関係事業者が行う設備投資等を支援

○観光情報基盤構築事業 億円〔 億円〕【データ】
観光に係る基礎データを収集しマーケティングサイトの構築

○観光客移動利便性向上補助事業 億円〔 億円〕【二次交通】
観光目的の定期路線バスの立ち上げ支援

北海道（宿泊税） 宮城県（宿泊税）

○市町村宿泊税交付金 億円〔 億円〕【市町】
市町村の取組を支援

○新規市場向けプロモーション事業 億円〔 億円〕【プロ】
欧米豪市場をターゲットとした戦略的プロモーション

○東アジア等観光誘客プロモーション事業 億円〔 億円〕
【プロ】
東アジア等を中心とした観光誘客プロモーション

長野県（宿泊税）

○市町村交付金 億円〔 億円〕【市町】
市町村への交付金（一般交付金・重点交付金）

○信州 推進事業 億円〔 億円〕【受入】
観光 実装に向けた取組推進

○多様な観光コンテンツ整備促進事業 億円〔 億円〕
【コンテンツ】
需要平準化や滞在時間長期化等に資するコンテンツの整備支援

広島県（宿泊税）

○観光地ひろしま推進事業（市町支援分） 億円〔 億円〕
【市町】
市町村への交付金

○観光地ひろしま推進事業（広島ファン増加） 億円〔＊〕
【プロ】※一部新規
観光 充実、インバウンド誘客促進等

○観光地ひろしま推進事業（土台づくり） 億円〔＊〕
【データ】※拡充
データ収集・活用、人材育成等

○公共交通利便性向上促進事業 億円〔 億円〕【受入】
交通事業者が行うキャッシュレスシステム等の導入支援

○観光人材確保加速化事業 億円〔 億円〕【人材】※拡充
観光人材の確保・育成のため魅力発信や研修等

○観光地づくり推進事業 億円〔 億円〕【コンテンツ】
地域に根差した観光資源の磨き上げや圏域内の周遊施策等

○宮城県観光地域づくり支援事業 億円〔 億円〕【コンテンツ】
市町協会や商工関係団体等が行うコンテンツ造成等の取組支援

○観光情報の戦略的発信・活用推進事業 億円〔 億円〕
【データ】※拡充
観光統計データ共有・分析のための仕組の提供

○観光アクセス向上事業 億円〔 億円〕【コンテンツ】
既存交通機関でアクセスが難しい観光地への周遊・滞在観光の創
出に向けた旅行商品の造成支援

○おもてなしトイレ整備事業 億円〔 億円〕【受入】※拡充
トイレ整備事業

○観光地ひろしま推進事業（受入環境整備） 億円〔＊〕
【受入】※一部新規
ユニバーサル化、 推進等

＊観光地ひろしま推進事業（県事業分）全体で充当額 億円

※〔〕内は新規財源充当額。宿泊税については主な新規事業を記載



４他自治体における新たな財源を活用した主な事業（ 年度）
※〔〕内は新規財源充当額

岐阜県（乗鞍環境保全税※駐車場利用税）

○乗鞍環境保全対策費 億円〔 億円〕【受入】
・乗鞍環境自然保護員設置
利用者の自然環境に与える影響を低減させるため自然保護員
を設置・運営

・獣害対策研究会
クマやイノシシ等の食害についての研究会等を開催

・環境影響評価調査
乗鞍地域の植生、大気、水質等の環境調査を実施

山梨県（富士山保全協力金）※ 決算

○富士登山対策関係経費 億円〔 億円〕【受入】
・登山道及び下山道安全対策費等
巡回指導、救護所運営、下山道保守、公衆トイレ設置 など

・五合目における規制運営及び来訪者対応経費
総合管理センター運営、現地収納事務、ゲート設置・警備、
通行予約システム など

・広報費
ポスター・掲示板等での周知、メディア向け広報 など

静岡県（富士山保全協力金）※ 決算

○富士登の環境保全 億円〔 億円〕【受入】
山小屋トイレ改修・新設、登下山道巡視、ごみ持ち帰りマナー
向上対策 など

○登山者の安全対策 億円〔 億円〕【受入】
救護所の開設期間延長、下山道の整備、 設置、安全誘導員
配置など

○実施経費 億円〔 億円〕【受入】
受付業務委託、協力者証の作成、受付小屋等設置・撤去 など

広島県廿日市市（宮島訪問税）※法定外普通税

○宮島訪問税の活用事業 億円〔 億円〕
※法定外普通税として一般財源化。宮島内の事業に幅広く充当

・自然保護・文化振興と歴史的景観の保全
＜自然保護・自然との共生＞
事業系ゴミ処理、害虫駆除、自然公園維持管理 など
＜文化振興と歴史的景観の保全＞
宮島の魅力発信、歴史民俗資料館維持管理・再整備 など

・国際観光地としての観光の質と満足度の向上
熱中症対策、トイレ維持管理、無電柱化 など

・安全性・利便性の向上
旅客ターミナル維持管理、フェリー・タクシー運行支援、
防災施設の維持管理 など

・宮島訪問税の円滑な徴収
特別徴収義務者への支援、非課税証明システム運営 など



５県が実施すべき観光振興施策の検討
観光振興施策の課題
・周遊促進・滞在時間の長期化につながる施策が少ない。

市町からも県が実施することを求められている。
・受入環境整備に関する事業規模が小さい。

県観光交流課予算の約３％
・データ収集・分析等（マーケティング）が弱い。

県観光交流課予算の約４％。市町においても取り組めていない。
・市町、事業者への支援

市町からも取組支援を求められている。

観光振興施策の現状
・県はプロモーション、インバウンド向けコンテンツ造成等を
中心に事業を実施（予算総額の各約 ％、 ）

・データ収集・分析、インバウンド誘客、二次交通対策に取り
組んでいる市町が少ない。

・市町が県に求める施策は二次交通対策や周遊促進など広域的
に取り組むことが望ましい課題への対応及び市町の取組支援

・新たに財源を確保した都道府県においては、市町の取組支援
（交付金）や受入環境整備、データ分析等を新規に実施

○観光産業の好循環を生み出すため、受入環境整備、周遊促進・滞在時間長期化に資する取組や市町・事業者の取組支援
等において新たな施策が必要ではないか。

○特に市町も取り組んでいるプロモーションに関する既存事業を整理するとともに、データ収集・分析等によるマーケ
ティングの強化を図る必要があるのではないか。

➣観光まちづくりの支援
➣東京、近隣空港等からの送客体制整備
（シャトルバス等）

➣手ぶら観光の推進
（ロッカー整備、拠点間の荷物輸送等）

➣観光・交通関係事業者の設備投資支援
（観光 化、キャッシュレス化等）

➣市町のコンテンツ造成等への支援
➣そこにしかないモノの開発・ 強化
➣マーケティング（データ収集・分析等）
の強化（専門機関・人材の活用等）

➣需要を見込める層へのプロモーション
➣ に対応するプロモーションの推進
➣平日閑散期対策の更なる強化

➣拠点間を結ぶシャトルバス等の運行
➣滞在時間長期化につながる広域移動支援
➣モーニング、ナイトタイムエコノミー支援
➣観光・宿泊施設への距離や交通手段等が
一目で分かる情報発信（周遊の見える化）

➣連携促進のための市町や事業者が意見交
換できる場の創設

➣市町が県施策と連動して行う観光振興施
策への重点支援（二次交通対策など）

➣災害や疫病等が発生した際に機動的に支
出できる資金準備（基金積立等）

➣観光人材の確保・育成のための取組支援
（外国人材活用研修制度等の導入）

観光産業の好循環

滞在時間の長期
化による宿泊客
の増加

宿泊客が多いエ
リアと日帰り客
が多いエリアの
連携促進

観光消費額の
増加（観光産業
全体の利益が増
加）

県内各観光地
における観光
客の増加

対応の
方向性

（新規事業のイメージ）

周遊（連携）促進・滞在時間長期化

重要関連施策（市町支援、危機管理、人材）

受入環境整備

コンテンツ造成・プロモーション



６他自治体における財源確保事例の比較
制度概要財源確保策
課税対象者：熱海市内に家屋を所有、かつ、熱海市に住民登録又は市県民税の申告の無い所有者
課税額 ：年 円 ㎡
徴収方法 ：市から課税対象者に納付書（納税通知書）を発送
使 途 ：一般財源として広く市の事業に充当

別荘等所有税
【熱海市】

法
定
外
普
通
税

課税対象者：船舶により宮島町を訪問する者（宮島町の住民、通勤・通学者を除く）
課税額 ： 円 回又は 円 年
課税免除 ：未就学児、修学旅行生等
徴収方法 ：船舶運航事業者が特別徴収義務者として運賃に税を上乗せして徴収
使 途 ：一般財源として環境美化、混雑緩和、移動手段の確保等に活用

宮島訪問税
【廿日市市】

課税対象者：宿泊者
課税額 ：定額（ 円～ 円 泊）や定率 ※免税点：なし、 円～ 円未満の宿泊料
課税免除 ：未就学児、 歳未満、修学旅行生等
徴収方法 ：宿泊事業者が特別徴収義務者として徴収
使 途 ：観光振興施策、市町交付金、事業者手数料 等

宿泊税法
定
外
目
的
税 課税対象者：乗鞍鶴ヶ池駐車場利用者

課税額 ： 円～ 円 回
徴収方法 ：駐車場料金徴収者を特別徴収義務者に指定し駐車料金に上乗せして徴収等
使 途 ：乗鞍地域の環境保全施策（自然保護、獣害対策等）に充当

乗鞍環境保全税
【岐阜県】

都道府県、市区町村への寄付（寄付額のうち 円を超える部分が所得税、住民税から控除）ふるさと納税寄
付
金
等

自治体が行うプロジェクトに対して寄附（クラウドファンディング型のふるさと納税）クラウドファンディング
対象者 ：五合目から先に立ち入る来訪者
協力金 ： 円 人
支払方法 ：現地支払又はインターネット、コンビニエンスストア払い
使 途 ：富士山の環境保全、登山者の安全対策等

富士山保全協力金
【山梨県・静岡県】
※ 年度から入山料として徴収

課税対象者：ベネチア歴史地区への日帰り観光客（期間を限って実施）
課税額 ：入域４日前まで５ 、３日前～当日
徴収方法 ：ベネチア市公式サイトで事前に訪問日を登録、決済
確認方法 ：検査官による抜き打ちチェックにより、未払が判明した場合には罰金（ ～ ）

（決済完了後の コード（登録済証明書）で証明）

観光税（入域税等）
※参考：イタリア（ベネチア）

そ
の
他



６他自治体における財源確保事例の比較

課題収入規模
決算

使途の
限定

安定性・
継続性財源確保策

課税対象者の捕捉は容易だが、普通税のため
使途を観光振興に限定できない約５億円✕○

別荘等所有税
【熱海市】

法
定
外
普
通
税

課税対象者の捕捉は容易（ただし、島以外の
地では徴収困難）だが、普通税のため使途を
観光振興に限定できない

約４億円✕○
宮島訪問税
【廿日市市】

課税対象者の捕捉は容易だが、チェックイン
時の説明やシステム改修等が必要になること
から宿泊事業者に負担が生じる。（他自治体
では手数料や改修補助金を拠出）

北海道約 億円
広 島約 億円
長 野約 億円
宮 城約 億円
※ 予算額

○○
宿泊税法

定
外
目
的
税 対象者の捕捉は容易だが、収入規模が少ない。

対象駐車場を観光地外に広げた場合、住民の
日常利用との区別が困難

約 万円○○
乗鞍環境保全税
【岐阜県】

寄附によるもののため、安定財源にはならな
い。また、使途を観光振興に限定できない。

約２億円
※栃木県△✕ふるさと納税寄

付
金
等 プロジェクト単位で寄附を募るため、安定財

源にならない。
プロジェクトに
よって異なる○✕クラウドファンディング

適用範囲が限定的な上、協力金のため安定財
源にならない。約 億円

※２県合算○✕
富士山保全協力金
【山梨県・静岡県】
※ 年度からは入山料として徴収

県への入域行為を全て捕捉することは相当困
難（ベネチアのように罰則規定を設けること
ができるか疑問）

約 万
約 億円

※報道ベース
○○

観光税（入域税等）
※参考：イタリア（ベネチア）

そ
の
他


